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新 体 制 決 ま る平成
２５年度

　臨時会が５月８日（水）・９日（木）に開かれ、議案３件を審議し
全て可決された。その後、正副議長の選出と各常任委員会などの
新体制を決めた。

議長あいさつ

総務委員会

建設環境委員会

文教福祉委員会

議会運営委員会

正木　祥豊

加藤　武

　このたび臨時会において議長職を拝命いたしました。生活者目線で活
動し、合わせて市民の目に見える議会運営をしてまいります。
　議会基本条例を立ち上げ、前年度より始まった議会報告会も各地域
で開催できるよう努めてまいります。
　そこで市民の皆様からそれぞれの課題を収集し、議会全体で徹底的
に検証して、行政サービスに反映させていきます。
　いずれにしても市民の立場で精一杯努めさせていただくことをお約束
いたします。

総務・企画(まちづくり、広報、観光、財政など)に関すること

建設(土木、下水道、都市計画など)に関すること

福祉(福祉、保険医療、子育て支援など)に関すること

議会の運営に関すること

消防に関すること

市民生活 (税務、安心安全、環境など)に関すること

教育文化(学校教育、生涯学習、文化の家など)に関すること
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市 長 公 室 の 政 策 秘 書 課 は 何 を す る の か 。
市長政策に関することや、市長の思いを直接こ

こで受け、総合計画やまちづくり行程表等の総合
調整や秘書を担当する。

かつて、税務、収納課を総務部から市民生活部に
移した際に、議会では総務部に残すべきとの議論をし
た。今回は、その逆であるので説明を求める。
平成２０年の組織変更で、総務部から市民生活部に

移動したが、今回の再編では、総務部は金庫番的存在
であるとし、財政、税は、総務部とした。

「日本一の福祉のまち」を実現し、効果的かつ効率的
な行政運営をするため、組織機構を再編し、部など
の変更を行う。

消 防 部 局 ９ 人 増 員 の 理 由 は 何 か 。
現場の初動体制強化、火災予防体制の強化のため

増員した。指揮、安全管理等を現在の1人から、２人
増員した３人体制とし、３当番制で体制を組むため、２
人×３当番の６人増加となった。また、予防要員は、大
規模な防火対象物が増えているので本部要員を含めた
３人を増加し、合計９人の増加とした。

火 災 、 救 急 は そ れ ぞ れ 何 名 出 動 か 。
建物火災は１２名から１３名、救急は救急車乗車の

３名と、消防隊３名から４名の合計６名から７名である。

採決の結果、賛成全員にて原案のとおり可決採決の結果、賛成多数にて原案のとおり可決

部設置条例の
一部を改正

総 務
委員会

職員定数条例の
　一部を改正

文教福祉
委員会

低所得軽減特例措置の恒久化について、７割・５割・
２割軽減の対象は何世帯か。
７割１,１０５世帯、５割１８８世帯、２割５４２世帯、

計１,８３５世帯。
※特定世帯とは、国民健康保険から後期高齢者医療制度
に移行した結果、国民健康保険の被保険者が 1名となっ
た世帯で、移行から 5 年の間にある世帯。

　国民健康保険の被保険者が、後期高齢者医療
制度に移行する場合の国民健康保険税の軽減判
定所得の算定の特例を恒久化する。また特定世
帯 に係る世帯別平等割を最初の５年間２分の１
減額する現行措置に加え、その後３年間４分の１
減額する措置を講ずるもの。

採決の結果、賛成全員にて可決

国民健康保険税条例の一部改正

（訂正とお詫び）
議会だより８３号９ページの「平成２５年第1回定例会議案審議状況」中、議案名「特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する
条例の一部を改正する条例」について、さとうゆみ議員の採決内容が、本来賛成（○）のところ、誤って反対（×）となっていました。
お詫びして訂正いたします。

※

職員の定数の見直し及び消防力強化のための消防部
局の職員の増員を行う。

今回の軽減措置に対する市の負担額はどの程
度か。また、税収減に伴う国からの補てんはあ
るか。
国からの補てんはない。平成２５年度は、平等

割軽減特例措置の延長について８０万円程度、
低所得軽減特例措置の恒久化について１２０万円
程度が、国民健康保険特別会計からの持ち出し
となる。




